
内閣府が実施した政策評価についての個別審査結果 

 

１ 審査の対象 

「政策評価に関する基本方針」（平成 17年 12月 16日閣議決定）では、政策評価の

円滑かつ着実な実施のため、総務省は「各行政機関が実施した政策評価について、そ

の実施手続等の評価の実施形式において確保されるべき客観性・厳格性の達成水準等

に関する審査」等に重点的かつ計画的に取り組むこととされている。 

今回審査の対象とした政策評価は、次のとおりである。 

 

「平成 20年度内閣府本府政策評価書（事後評価）」(平成 21年８月 31日付け府評広

第 99号による送付分)における実績評価方式による 20件の政策評価 

 

２ 審査の考え方と点検の項目 

（目標の設定状況） 

実績評価方式は、あらかじめ政策効果に着目した達成すべき目標を設定し、これに

対する実績を測定して目標の達成度合いについて評価する方式であるので、当該目標

に関して達成すべき水準を明確にする必要がある。 

この審査において点検を行っているのは、次の項目である（注）。 

○ 目標に関し達成すべき水準が数値化されているなど具体的に特定されているかど

うか。 
 

（注）達成すべき目標は行政活動の一定のまとまりを対象として設定されるものであり、様々な要
素を包含することとなる。このため、その具体的な達成水準を一義的に示すことは一般的に困
難であり、その場合、関連した測定可能な指標を用いて、それぞれの指標ごとに達成水準を示
す具体的な目標を設定し、その実績の測定をもって、達成すべき目標の達成水準の測定に代え
ることが必要となる。そのような措置を講じている府省の審査においては、達成すべき目標と
測定可能な指標との構造を明らかにした上で審査を行うものとする。 

 

３ 審査の結果 

「平成 20年度内閣府本府政策評価書（事後評価）」における実績評価方式による 20

件の政策評価についての審査の結果（事実確認の整理結果）は、以下のとおりである。 

 

 
（全体注） 各府省の評価の実施状況を踏まえた課題等の整理・分析については、今年度内に別途取りま

とめる予定である。 
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

○ 達成
目標１

中間書庫パイロット事業にお
ける取扱い文書数の対前年比
増

1 対前年比増 ○

△ 達成
目標２

電子公文書等の移管・保存・
利用システムの運用開始に向
けた、電子公文書等の移管、
保存等に関する調査研究等に
おける適切な研究成果の確保

1 適切な研究
成果の確保

△

○ 達成
目標１

実施した広報に対するアン
ケート調査における理解度・
満足度（60％以上）

1 60％以上 ○

△ 達成
目標２

公共調達や経費支出に関する
方針（基準・方針の遵守）

1 基準・方針
の遵守

△

○ 達成
目標３

世論調査結果の各府省の審議
会、白書などでの利活用（当
該年度調査件数（20件）以
上）

1 当該年度調
査件数

（20）以上

○

○ 達成
目標１

平成20年度計画の発掘・回収
対象範囲に対する実施面積の
割合（100％）

1 100％ ○

○ 達成
目標２

中国吉林省敦化市蓮花泡で発
掘・回収された砲弾数等（埋
設されている砲弾等数の
100％）

１ 100％ ○

△ 達成
目標３

発掘回収事業実施後の総括会
議等における日本側の取組に
対する中国側の評価（肯定評
価）

1 肯定評価 △

経済財政政
策の推進

4 ○ 内外の経済動向を把握しつつ、産業、
財政、金融、貿易、雇用等の各分野に
おける個別の政策が全体として整合的
なものとなるように誘導し、経済全体
の均衡のとれた成長、高い効率性、公
正な配分、世界経済との協調を目指
す。

3 遺棄化学兵
器廃棄処理
事業の推進

○ 平成９年に発効した化学兵器禁止条約
に基づいて行われる、旧日本軍の遺棄
化学兵器の発掘・回収を着実に行い、
それらの処理に向けた作業を推進す
る。

平成20 年度計画の発
掘・回収対象範囲に対す
る実施面積の割合

中国吉林省敦化市蓮花泡
で発掘・回収された砲弾
数等

発掘回収事業実施後の総
括会議等における日本側
の取組に対する中国側の
評価

2 政府広報・
広聴による
政府施策の
理解、協力
の促進

○ 政府の重要施策に関し、その背景、内
容等について広報・広聴を実施し、国
民の理解と協力を促進する。

実施した広報に対するア
ンケート調査における理
解度・満足度

公共調達や経費支出に関
する方針

世論調査結果の各府省の
審議会、白書などでの利
活用度

1 公文書等の
保存及び利
用の取組

○ 歴史資料として重要な公文書等が体系
的に保存され、国民がそれを容易に利
用できるようになるよう、その管理の
一層の充実を図る。

中間書庫パイロット事業
における取扱い文書数

電子公文書等の移管・保
存・利用システムの運用
開始に向けた、電子公文
書等の移管、保存等に関
する調査研究等の作業の
進捗状況

政策評価審査表（実績評価関係）

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標１

政府調達苦情検討委員会報告
書について、苦情の内容、処
理に当たっての考え方を明確
に公表（実施・公表）

1 実施・公表 ○

○ 達成
目標２

政府調達HPアクセス件数の増
加（前年度比増：平成19年度
8,182件）

1 前年度比増 ○

○ 達成
目標３

対日投資ＨＰへのアクセス数
（150万回：目標年度22年度）

1 150万回 ○

○ 達成
目標４

対日直接投資残高をGDP比で
５％程度までに倍増する。
（目標年22年末）

1 ５％ ○

○ 達成
目標５

物価安定政策会議等の開催実
績（6回）

1 ６回 ○

○ 達成
目標６

物価担当官会議の開催実績（2
回）

1 ２回 ○

○ 達成
目標７

価格調査等の実施実績（2回） 1 ２回 ○

○ 達成
目標８

道州制特区の推進に関するシ
ンポジウム・説明会の参加者
数（2,700人以上）

1 2,700人以
上

○

○ 達成
目標９

道州制特区の推進に関する広
報用パンフレットの配布部数
（5,000部以上）

1 5,000部以
上

○

△ 達成
目標１０

道州制特別区域推進会議地方
部会の実施（実施）

1 実施 △

○ 達成
目標１１

「PFI推進委員会報告－真の意
味の官民のパートナーシップ
（官民連携）に向けて－」で
指摘された課題に対する施策
のフォローアップ（PFI事業の
進捗状況の確認(アニュアルレ
ポートの取りまとめによるPFI
事業の進捗状況の確認)）

1 PFI事業の
進捗状況の
確認(ア

ニュアルレ
ポートの取
りまとめに
よるPFI事
業の進捗状
況の確認)

○

○ 達成
目標１２

苦情解決比率（累積値）（苦
情解決比率の前年度並水準確
保）

1 前年度並水
準確保

○

○ 達成
目標１３

国の行政機関について官民競
争入札等の導入を決定した事
業数（30事業）

1 30事業 ○

○ 達成
目標１４

月例経済報告のＨＰへの掲載
状況（公表後毎月掲載）

1 公表後毎年
掲載

○

○ 達成
目標１５

年次経済財政報告のＨＰへの
掲載状況（公表後毎年掲載）

1 公表後毎年
掲載

○

○ 達成
目標１６

日本経済のＨＰへの掲載状況
（公表後毎年掲載）

1 公表後毎年
掲載

○

年次経済財政報告のＨＰ
への掲載状況

日本経済のＨＰへの掲載
状況

道州制特区の推進に関す
る広報用パンフレットの
配布部数

道州制特別区域推進会議
地方部会の実施

「PFI 推進委員会報告－
真の意味の官民のパート
ナーシップ（官民連携）
に向けて－」で指摘され
た課題に対する施策の
フォローアップ

苦情解決比率（累積値）

国の行政機関について官
民競争入札等の導入を決
定した事業数

月例経済報告のＨＰへの
掲載状況

対日投資ＨＰへのアクセ
ス数

対日直接投資残高をGDP
比で５％程度までに倍増
する。

物価安定政策会議等の開
催実績

物価担当官会議の開催実
績

価格調査等の実施実績

道州制特区の推進に関す
るシンポジウム・説明会
の参加者数

政府調達苦情検討委員会
報告書について、苦情の
内容、処理に当たっての
考え方を明確に公表

政府調達HPアクセス件数
の増加
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標１７

主要な会議等への取り上げ
（月例経済報告等に関する関
係閣僚会議等にて取り上げ）

1 月例経済報
告等に関す
る関係閣僚
会議等にて
取り上げ

○

○ 達成
目標１８

各マスメディアへの掲載（主
要紙にて記事掲載）

1 主要紙にて
記事掲載

○

○ 達成
目標１９

「景気ウォッチャー調査」報
告書の公表日（調査終了後６
営業日）

1 調査終了後
６営業日

○

○ 達成
目標２０

「景気ウォッチャー調査」報
告書の配布箇所数（59箇所）

1 59ヶ所 ○

○ 達成
目標２１

「景気ウォッチャー調査」に
関するマスメディアにおける
報道の状況（70件）

1 70件 ○

○ 達成
目標２２

「景気ウォッチャー調査」を
掲載しているホームページへ
のアクセス件数（42,475件）

1 42,475 件 ○

○ 達成
目標２３

「地域経済動向」報告書の公
表日（年4回（2、5、8、11
月））

1 年4回
（２、５、
８、11月）

○

○ 達成
目標２４

「地域経済動向」の作成に際
する関係団体、企業へのヒア
リング（132回）

1 132 回 ○

○ 達成
目標２５

「地域経済動向」報告書の配
布箇所数（101箇所）

1 101ヶ所 ○

○ 達成
目標２６

「地域経済動向」に関するマ
スメディアにおける報道の状
況（18件）

1 18 件 ○

○ 達成
目標２７

「地域経済動向」を掲載して
いるホームページのアクセス
件数（11,735件）

1 11,735 件 ○

○ 達成
目標２８

「地域の経済」報告書の公表
日（年1回（年度内））

1 年１回（年
度内）

○

○ 達成
目標２９

「地域の経済」報告書の配布
箇所数（88箇所）

1 88ヶ所 ○

○ 達成
目標３０

「地域の経済」に関するマス
メディアにおける報道の状況
（4件）

1 4件 ○

○ 達成
目標３１

「地域の経済」を掲載してい
るホームページのアクセス件
数（9,751件）

1 9,751 件 ○

ＨＰのアクセス件数

報告書公表日

報告書の配布箇所数

マスメディアにおける報
道の状況

ＨＰのアクセス件数

マスメディアにおける報
道の状況

ＨＰのアクセス件数

報告書公表日

関係団体、企業へのヒア
リング

報告書の配布箇所数

マスメディアにおける報
道の状況

主要な会議等への取り上
げの有無

各マスメディアへの掲載

報告書公表日

報告書の配布箇所数
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標３２

「景気ウォッチャー調査」、
「地域経済動向」、「地域の
経済」の月例経済報告等への
活用状況（19件）

1 19件 ○

○ 達成
目標３３

「世界経済の潮流」の一般書
店等における販売部数（前年
以上の水準：H19年度 3,500
部）

1 前年以上
の水準

○

○ 達成
目標３４

「世界経済の潮流」のHP にお
けるアクセスログ件数（前年
以上の水準：H19年度 56,928
件）

1 前年以上
の水準

○

△ 達成
目標３５

海外経済動向等に関する分析
成果（「世界経済の潮流」な
ど）の経済分析、又は、政策
立案への貢献度合い（主要な
会議等における海外経済動向
等に関する分析成果の活用）

1 主要な会議
等における
海外経済動
向等に関す
る分析成果

の活用

△

地域活性化
の推進

○ 達成
目標１

認定中心市街地活性化基本計
画のうち、国による認定と連
携した支援措置を受けている
ものの割合（100％）

1 100％ ○

○ 達成
目標２

（目標年次に到達している計
画について）中心市街地活性
化法に基づくフォローアップ
調査結果のうち、目標を達成
したと回答した市町村の割合
（50％）

1 50％ ○

○ 達成
目標３

地方の元気再生事業として選
定した取組のうち、具体的な
官民の事業に発展する等取組
が継続するものの割合
（60％）

1 60％ ○

○ 達成
目標４

地域活性化・緊急安心実現総
合対策交付金を活用した地方
公共団体に対する調査で、当
該交付金が、安心実現のため
の緊急総合対策に取り組むた
めに有効だったと回答した地
方公共団体の割合（90％）

1 90％ ○

○ 達成
目標５

地域活性化・生活対策臨時交
付金を活用した地方公共団体
に対する調査で、当該交付金
が、安心実現のための緊急総
合対策に取り組むために有効
だったと回答した地方公共団
体の割合（90％）

1 90％ ○

認定中心市街地活性化基
本計画のうち、国による
認定と連携した支援措置
を受けているものの割合

（目標年次に到達してい
る計画について）中心市
街地活性化法に基づく
フォローアップ調査結果
のうち、目標を達成した
と回答した市町村の割合

地方の元気再生事業とし
て選定した取組のうち、
具体的な官民の事業に発
展する等取組が継続する
ものの割合

地域活性化・緊急安心実
現総合対策交付金を活用
した地方公共団体に対す
る調査で、当該交付金
が、安心実現のための緊
急総合対策に取り組むた
めに有効だったと回答し
た地方公共団体の割合

地域活性化・生活対策臨
時交付金を活用した地方
公共団体に対する調査
で、当該交付金が、安心
実現のための緊急総合対
策に取り組むために有効
だったと回答した地方公
共団体の割合

「世界経済の潮流」の一
般書店等における販売部
数

「世界経済の潮流」のＨ
Ｐ におけるアクセスロ
グ件数

海外経済動向等に関する
分析成果（「世界経済の
潮流」など）の経済分
析、又は、政策立案への
貢献度合い

5 ○ 地域の創意工夫や発想を起点にし、そ
れを地方公共団体や国が的確に後押し
できるような省庁横断的・施策横断的
な観点の施策を内閣として推進し、地
域活性化（地方再生）を促進する。

月例経済報告等への活用
状況
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標６

構造改革特区の認定件数（70
件）

1 70件 ○

○ 達成
目標７

計画策定地方公共団体に対す
る調査で、「目標を上回って
いる」「目標どおり」と回答
した地方公共団体の割合
（60％）

1 60％ ○

○ 達成
目標８

地域再生計画の認定件数（160
件）

1 160件 ○

○ 達成
目標９

計画策定地方公共団体に対す
る調査で、「目標を上回って
いる」「目標どおり」と回答
した地方公共団体の割合
（80％）

1 80％ ○

○ 達成
目標１０

特定地域再生事業会社の指定
数（1件）

1 1件 ○

○ 達成
目標１１

地域再生基盤強化交付金を活
用した計画の認定数（30件）

1 30件 ○

○ 達成
目標１２

地域再生支援利子補給金の支
給対象となる融資の融資額
（30億円）

1 30億円 ○

○ 達成
目標

原子力政策大綱に盛り込まれ
た施策のフォローアップ

1 原子力委員
会政策評価
部会等によ
る施策の実
施状況の確
認

○

防災政策の
推進

○ 達成
目標１

「防災フェア」等におけるア
ンケートで「有益だった」と
評価する割合60％以上

1 60％以上 ○

○ 達成
目標２

アジア各国の防災行政実務担
当者に対する短期研修者数100
名以上

1 100名以上 ○

○ 達成
目標３

アジア各国の将来の防災行政
を担う人材に対するアジア防
災センターにおける課題解決
型実務研修者数3名以上

1 ３名以上 ○

○ 達成
目標４

アジア各国の地域特性や災害
発生状況に応じた防災対応力
向上プロジェクト実施件数3件
以上

1 ３件以上 ○

アジア各国の将来の防災
行政を担う人材に対する
アジア防災センターにお
ける課題解決型実務研修
者数

アジア各国の地域特性や
災害発生状況に応じた防
災対応力向上プロジェク
ト実施件数

7 ○ 災害から国民の生命、財産及び生活を
守るため、防災・減災対策を着実に推
進する。

「防災フェア」等におけ
るアンケートで「有益
だった」と評価する割合

アジア各国の防災行政実
務担当者に対する短期研
修者数

6 科学技術政
策の推進

○ 安全の確保を大前提に、国民の理解を
得つつ、原子力の研究、開発及び利用
を推進すること等。

原子力政策大綱に盛り込
まれた施策のフォロー
アップ

計画策定地方公共団体に
対する調査で、「目標を
上回っている」「目標ど
おり」と回答した地方公
共団体の割合

地域再生計画の認定件数

計画策定地方公共団体に
対する調査で、「目標を
上回っている」「目標ど
おり」と回答した地方公
共団体の割合

特定地域再生事業会社の
指定数

地域再生基盤強化交付金
を活用した計画の認定数

地域再生支援利子補給金
の支給対象となる融資の
融資額

構造改革特区の認定件数
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標５

災害復旧・復興対策に係る項
目について記載された地域防
災計画の割合

1 17年度比増 ○

○ 達成
目標６

防災基本計画に盛り込まれた
重点課題のフォローアップ

1 重点課題の
進捗状況の
確認(防災
業務計画及
び地域防災
計画への反
映状況の確
認)

○

○ 達成
目標７

地震防災戦略の目標の達成状
況のフォローアップ

1 地震防災戦
略の達成状
況の確認

○

○ 達成
目標８

中部圏・近畿圏直下地震対策
大綱

1 中部圏・近
畿圏直下地
震対策大綱

の策定

○

○ 達成
目標９

日本海溝・千島海溝周辺海溝
型地震の地震防災戦略

1 日本海溝・
千島海溝周
辺海溝型地
震の地震防
災戦略の策
定

○

沖縄政策の
推進

○ 達成
目標１

市町村に対するアドバイザー
派遣件数（要望がある全市町
村に派遣）

1 要望がある
全市町村に

派遣

○

○ 達成
目標２

今後の跡地利用施策展開方策
の報告書作成状況（報告書の
作成）

1 報告書の作
成

○

○ 達成
目標３

地方自治体における跡地利用
計画の作成状況（３件）

1 ３件 ○

○ 達成
目標４

離島地域広域連携推進モデル
事業における事業採択件数
（２件）

1 ２件 ○

○ 達成
目標５

調査結果を活用した施策の検
討状況（施策の検討４件）

1 施策の検討
４件

○

○ 達成
目標６

「持続可能な観光地づくり支
援事業」報告書作成状況（報
告書の作成）

1 報告書の作
成

○

○ 達成
目標７

「持続可能な観光地づくり支
援事業」事業採択件数（７
件）

1 ７件 ○

○ 達成
目標８

沖縄IT津梁パークの中核支援
施設の整備（整備率100％）

1 整備率
100％

○

○ 達成
目標９

特別自由貿易地域における賃
貸工場の整備（整備率100％）

1 整備率
100％

○

沖縄ＩＴ津梁パークの中
核支援施設の整備

特別自由貿易地域におけ
る賃貸工場の整備

今後の跡地利用施策展開
方策の報告書作成状況

地方自治体における跡地
利用計画の作成状況

離島地域広域連携推進モ
デル事業における事業採
択件数

調査結果を活用した施策
の検討状況

「持続可能な観光地づく
り支援事業」報告書作成
状況

「持続可能な観光地づく
り支援事業」事業採択件
数

日本海溝・千島海溝周辺
海溝型地震防災戦略

8 ○ 沖縄の置かれた特殊な諸事情にかんが
み、沖縄の自立的発展に資するととも
に、沖縄の豊かな住民生活の実現に寄
与する。

市町村に対するアドバイ
ザー派遣件数

災害復旧・復興対策に係
る項目について記載され
た地域防災計画の割合

防災基本計画に盛り込ま
れた重点課題のフォロー
アップ

地震防災戦略の目標の達
成状況のフォローアップ

中部圏・近畿圏直下地震
対策大綱
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標１０

地域森林計画書に記載された
治山事業の数量のうち、着手
済の地区数（23年度：88地
区）

1 88 地区
（23 年
度）

○

○ 達成
目標１１

津波・高潮等による災害から
一定水準以上の安全性が確保
されていない面積の削減（24
年度：649ha）〔農地・漁港海
岸〕

1 649ha（24
年度）

○

○ 達成
目標１２

津波・高潮等による災害から
一定水準以上の安全性が確保
されていない面積の削減（海
岸整備率の向上）（23年度：
59.5%)〔河川・港湾海岸〕

1 海岸整備率
59.5%（23
年度）

○

○ 達成
目標１３

公営住宅整備戸数（23年度：
34,700戸）

1 34,700 戸
（23 年
度）

○

○ 達成
目標１４

下水道処理人口普及率（23年
度：70%）

1 70%（23 年
度）

○

○ 達成
目標１５

配水池標準有効容量の達成率
（23年度：100%）

1 100%（23
年度）

○

○ 達成
目標１６

一般廃棄物のリサイクル率
（22年度：22%）

1 22%（22 年
度）

○

○ 達成
目標１７

一般廃棄物の最終処分率（22
年度:12%)

1 12%（22 年
度）

○

○ 達成
目標１８

工業用水道整備進捗率（23年
度:100%)

1 100%（23
年度）

○

○ 達成
目標１９

一人当たり公園整備面積（23
年度：14.0㎡/人）

1 100%（23
年度）

○

○ 達成
目標２０

農地にかんがい施設が整備さ
れた面積の割合（23年度：
49%）

1 49%（23 年
度）

○

○ 達成
目標２１

造林面積（23年度：1,660ha） 1 1,660ha
（23 年
度）

○

○ 達成
目標２２

漁船が台風時に安全に避難で
きる岸壁整備率（23年度：
60%）

1 60％（23
年度）

○

○ 達成
目標２３

公立学校施設の耐震化率（27
年度：90%）

1 90％（27
年度）

○

○ 達成
目標２４

10万人対医師数（全国比）
（23年度：100%）

1 100％（23
年度）

○

○ 達成
目標２５

さとうきびの生産量（22年
度：879,300トン）

1 879,300 ト
ン（22 年

度）

○

○ 達成
目標２６

ウリミバエの発生件数（23年
度：０件）

1 0 件（23
年度）

○ウリミバエの発生件数

農地にかんがい施設が整
備された面積の割合

造林面積

漁船が台風時に安全に避
難できる岸壁整備率

公立学校施設の耐震化率

10 万人対医師数（全国
比）

さとうきびの生産量

下水道処理人口普及率

配水池標準有効容量の達
成率

一般廃棄物のリサイクル
率

一般廃棄物の最終処分率

工業用水道整備進捗率

一人当たり公園整備面積

地域森林計画書に記載さ
れた治山事業の数量のう
ち、着手済の地区数

津波・高潮等による災害
から一定水準以上の安全
性が確保されていない面
積の削減

津波・高潮等による災害
から一定水準以上の安全
性が確保されていない面
積の削減

公営住宅整備戸数
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

報告書の作成・公表 当該研究に
関する報告
書を作成・
公表する

○

研究企画委員会の開
催

２回 ○

○ 達成
目標２８

体験提供施設を利用した満足
度（75％）

1 75% ○

○ 達成
目標２９

沖縄振興開発金融公庫の貸付
状況（貸付金残高：１兆1,654
億円）

1 １兆1,654
億円

○

不発弾等処理事業の
実施件数

15箇所 ○

広域探査発掘事業の
実施地区数

５地区 ○

市町村支援事業の実
施件数

６箇所 ○

△ 達成
目標３１

対馬丸遭難学童遺族給付事業
に係る支給の実施状況（適
正、円滑な特別支出金の支
給）

1 適正、円滑
な特別支出
金の支給

△

○ 達成
目標３２

対馬丸平和祈念事業の特別展
に係るアンケート調査におい
て有益とする者の割合（90％
以上）

1 90％以上 ○

ホームページ利用件
数

90,000件 ○

来室者数 320人 ○

○ 達成
目標３４

位置境界明確化事業の実施状
況（認証面積率の上昇）

1 認証面積率
（平成19
年度末
99.69%）の
上昇

○

共生社会実
現のための
施策の推進

位置境界明確化事業の実
施状況（認証面積率）

9 ○ 国民皆で子どもや若者を育成・支援
し、年齢や障害の有無に関わりなく安
心して暮らせる社会を実現するための
施策を推進する。

対馬丸遭難学童遺族給付
事業に係る支給の実施状
況

対馬丸平和祈念事業の特
別展に係るアンケート調
査において有益とする者
の割合

○ 達成
目標３３

沖縄戦関係資料閲覧室の利用
状況
・ホームページ利用件数
（90,000件）
・来室者数（320人）

2 沖縄戦関係資料閲覧室の
利用状況

体験提供施設を利用した
満足度

沖縄振興開発金融公庫の
貸付状況

○ 達成
目標３０

沖縄不発弾等対策事業の実施
状況（過去の目撃情報等に基
づく不発弾等の探査・発掘事
業）
・不発弾等処理事業の実施件
数（15箇所）
・広域探査発掘事業の実施地
区数（５地区）
・市町村支援事業の実施件数
（６箇所）

3 沖縄不発弾等対策事業の
実施状況

○ 達成
目標２７

亜熱帯特性研究推進事業の実
施状況
・報告書の作成・公表
・研究企画委員会の開催（２
回）

2 亜熱帯特性研究推進事業
の実施状況



9 / 20 

指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標１

青年国際交流の各事業におけ
る参加青年アンケート調査に
おいて、事業参加が青年本人
の将来に役立ったと思う者の
割合（各事業90％以上）

1 各事業90％
以上

○

○ 達成
目標２

青年国際交流の各事業の派遣
国及び寄港国を管轄する在外
日本公館のうち、事業が日本
及び当該国の友好に寄与した
と考える公館の割合（全体平
均で70％以上）

1 全体平均で
70％以上

○

○ 達成
目標３

青少年育成HPへのアクセス件
数（前年度比増）

1 前年度比増 ○

19年度からの継続
事業

90％以上 ○

新規事業 80％以上 ○

○ 達成
目標５

食育推進基本計画に盛り込ま
れた施策のフォローアップ

1 施策の進捗
状況の確認
（食育推進
評価専門委
員会による
フォロー

アップ、食
育白書の取
りまとめに
よる施策の
進捗状況の

確認）

○

○ 達成
目標６

食育推進全国大会におけるア
ンケートへの肯定的な回答の
割合（70％以上）

1 70%以上 ○

○ 達成
目標７

食育ＨＰへのアクセス件数
（前年度比増）

1 前年度比増 ○

都道府県 100％（22
年度）

○

市町村 50％以上
（22年度）

○

食育推進基本計画に盛り
込まれた施策のフォロー
アップ

食育推進全国大会におけ
るアンケートへの肯定的
な回答の割合

食育ＨＰへのアクセス件
数

○ 達成
目標８

食育推進計画を作成・実施し
ている都道府県市町村の割合
・都道府県（22年度：100%）
・市町村（22年度：50％以
上）

2 食育推進計画を作成・実
施している都道府県市町
村の割合

青年国際交流の各事業の
派遣国及び寄港国を管轄
する在外日本公館のう
ち、事業が日本及び当該
国の友好に寄与したと考
える公館の割合

青少年育成HP へのアク
セス件数

○ 達成
目標４

各種事業の参加者等に対する
事業の有効性等についてのア
ンケート調査における肯定的
な回答の割合
・19年度からの継続事業
（90％以上）
・新規事業（80％以上）

2 各種事業の参加者等に対
する事業の有効性等につ
いてのアンケート調査に
おける肯定的な回答の割
合

青年国際交流の各事業に
おける参加青年アンケー
ト調査において、事業参
加が青年本人の将来に役
立ったと思う者の割合
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標９

少子化社会対策大綱に盛り込
まれた施策のフォローアップ

1 施策の進捗
状況の確認
（少子化社
会対策会議
によるフォ
ローアッ

プ、対策少
子化社会白
書の取りま
とめによる
施策の進捗
状況の確

認）

○

○ 達成
目標１０

少子化対策HPへのアクセス件
数（前年度比増）

1 前年度比増 ○

○ 達成
目標１１

各種事業（少子化社会対策に
関する国際シンポジウム、官
民連携子育て支援推進フォー
ラム・全国リレーシンポジウ
ム、子育てを支える「家族・
地域のきずな」フォーラム）
におけるアンケートへの肯定
的な回答の割合（各事業80％
以上）

1 各事業
80％以上

○

○ 達成
目標１２

高齢社会対策大綱に盛り込ま
れた施策のフォローアップ

1 施策の進捗
状況の確認
（高齢社会
対策会議に
よるフォ
ローアッ

プ、高齢社
会白書の取
りまとめに
よる施策の
進捗状況の

確認）

○

○ 達成
目標１３

高齢社会対策ＨＰへのアクセ
ス件数（前年度比増）

1 前年度比増 ○

○ 達成
目標１４

各種事業（心豊かな長寿社会
を考える国民の集い、高齢社
会セミナー、都道府県・指定
都市高齢社会対策主管課
（室）長会議）におけるアン
ケートへの肯定的な回答の割
合（各事業80％以上）

1 各事業80％
以上

○

○ 達成
目標１５

バリアフリー・ユニバーサル
デザイン推進HPへのアクセス
件数（前年度比増）

1 前年度比増 ○

○ 達成
目標１６

バリアフリー・ユニバーサル
デザイン推進功労者表彰受賞
事例集の作成・配布（実施）

1 実施 ○

○ 達成
目標１７

「心のバリアフリー」を推進
するマニュアルの作成・配布
（実施）

1 実施 ○

バリアフリー・ユニバー
サルデザイン推進HP へ
のアクセス件数

バリアフリー・ユニバー
サルデザイン推進功労者
表彰受賞事例集の作成・
配布

「心のバリアフリー」を
推進するマニュアルの作
成・配布

少子化社会対策大綱に盛
り込まれた施策のフォ
ローアップ

少子化対策HPへのアクセ
ス件数

各種事業（少子化社会対
策に関する国際シンポジ
ウム、官民連携子育て支
援推進フォーラム・全国
リレーシンポジウム、子
育てを支える「家族・地
域のきずな」フォーラ
ム）におけるアンケート
への肯定的な回答の割合

高齢社会対策大綱に盛り
込まれた施策のフォロー
アップ

高齢社会対策ＨＰへのア
クセス件数

各種事業（心豊かな長寿
社会を考える国民の集
い、高齢社会セミナー、
都道府県・指定都市高齢
社会対策主管課（室）長
会議）におけるアンケー
トへの肯定的な回答の割
合
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標１８

障害者基本計画に盛り込まれ
た施策のフォローアップ

1 施策の進捗
状況の確認
（障害者施
策推進本部
によるフォ
ローアッ

プ、障害者
白書の取り
まとめによ
る施策の進
捗状況の確

認）

○

○ 達成
目標１９

障害者HPへのアクセス件数
（前年度比増）

1 前年度比増 ○

○ 達成
目標２０

障害者週間関連事業（集い・
シンポジウム・セミナー等）
及び障害者施策総合推進地方
会議等各種事業におけるアン
ケートへの肯定的な回答の割
合（各事業70％以上）

1 各事業70％
以上

○

○ 達成
目標２１

交通安全基本計画に盛り込ま
れた施策のフォローアップ

1 施策の進捗
状況の確認
（交通安全
白書の取り
まとめによ
る施策の進
捗状況の確

認）

○

○ 達成
目標２２

交通安全対策ＨＰへのアクセ
ス件数（前年度比増）

1 前年度比増 ○

交通安全シンポジウ
ム

90％以上 ○

子どもと高齢者交通
安全意識啓発事業

70％以上 ○

運動期間中の交通安
全教室参加者数

前年度比増 ○

運動に携わったボラ
ンティア活動者数

前年度比増 ○

○ 達成
目標２４

全国交通安全運動の実施
・運動期間中の交通安全教室
参加者数（前年度比増）
・運動に携わったボランティ
ア活動者数（千人）（前年度
比増）

2 全国交通安全運動の実施

交通安全基本計画に盛り
込まれた施策のフォロー
アップ

交通安全対策ＨＰへのア
クセス件数

○ 達成
目標２３

各種事業（シンポジウム・研
修等）におけるアンケートへ
の肯定的な回答の割合
・交通安全シンポジウム
（90％以上）
・子どもと高齢者交通安全意
識啓発事業（70％以上）

2 各種事業（シンポジウ
ム・研修等）におけるア
ンケートへの肯定的な回
答の割合

障害者基本計画に盛り込
まれた施策のフォロー
アップ

障害者HP へのアクセス
件数

障害者週間関連事業（集
い・シンポジウム・セミ
ナー等）及び障害者施策
総合推進地方会議等各種
事業におけるアンケート
への肯定的な回答の割合
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標２５

犯罪被害者等基本計画に盛り
込まれた施策のフォローアッ
プ

1 施策の進捗
状況の確認
（犯罪被害
者等施策推
進会議また
は基本計画
推進専門委
員等会議に
おけるフォ
ローアッ

プ、犯罪被
害者白書の
取りまとめ
による施策
の進捗状況
の確認）

○

○ 達成
目標２６

犯罪被害者等施策ＨＰへのア
クセス件数（前年度比増）

1 前年度比増 ○

○ 達成
目標２７

「被害者支援ハンドブック・
モデル案」、「研修カリキュ
ラム・モデル案」の作成（実
施）

1 実施 ○

○ 達成
目標２８

各種事業（シンポジウム・研
修・会議等）におけるアン
ケートへの肯定的な回答の割
合（各事業80％以上）

1 各事業80％
以上

○

○ 達成
目標２９

自殺総合対策大綱に盛り込ま
れた施策のフォローアップ

1 施策の進捗
状況の確認
（自殺対策
推進会議に
おけるフォ
ローアッ

プ、自殺対
策白書の取
りまとめに
よる施策の
進捗状況の

確認）

○

○ 達成
目標３０

シンポジウム等のアンケート
における肯定的な評価の割合
（95％以上）

1 95％以上 ○

△ 達成
目標３１

国民の意識・行動や地方公共
団体、民間団体等における
様々な取組等を調査（実施）

1 実施 △

栄典事務の
適切な遂行

○ 達成
目標１

春秋叙勲の発令数（春秋の発
令ごとにおおむね4,000名）

1 春秋の発令
ごとにおお
むね4,000

名

○

○ 達成
目標２

危険業務従事者叙勲の発令数
（毎回の発令ごとにおおむね
3,600名）

1 毎回の発令
ごとにおお
むね3,600

名

○

10 ○ 適切な審査を行うとともに、春秋叙勲
候補者推薦要綱（平成15年閣議報告）
等に定められた総数の発令に努める。

春秋叙勲の発令数

危険業務従事者叙勲の発
令数

犯罪被害者等施策ＨＰへ
のアクセス件数

「被害者支援ハンドブッ
ク・モデル案」、「研修
カリキュラム・モデル
案」の作成

各種事業（シンポジウ
ム・研修・会議等）にお
けるアンケートへの肯定
的な回答の割合

自殺総合対策大綱に盛り
込まれた施策のフォロー
アップ

シンポジウム等のアン
ケートにおける肯定的な
評価の割合

国民の意識・行動や地方
公共団体、民間団体等に
おける様々な取組等を調
査

犯罪被害者等基本計画に
盛り込まれた施策のフォ
ローアップ
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標３

春秋褒章の発令数（春秋の発
令ごとにおおむね800名）

1 春秋の発令
ごとにおお
むね800 名

○

○ 達成
目標４

発令日
　春：４月29日
　秋：11月３日

1 春：4 月29
日
秋：11 月3
日

○

○ 達成
目標５

「一般推薦制度」に係るホー
ムページへのアクセス数（平
成19年度：約27,000件）（前
年度比増）

1 前年度比増 ○

男女共同参
画社会の形
成の促進

○ 達成
目標１

「男女共同参画社会づくりに
向けての全国会議」及び「男
女共同参画フォーラム」にお
けるアンケートの肯定的な評
価の割合（70％以上）

1 70％以上 ○

○ 達成
目標２

内閣府男女共同参画局ホーム
ページへのアクセス件数（月
32,000件以上）

1 月32,000件
以上

○

○ 達成
目標３

「国連婦人の地位委員会」等
の男女共同参画に関する国際
会議等への出席回数（4回）

1 ４回 ○

○ 達成
目標４

国際シンポジウム・セミナー
のアンケートにおいて肯定的
な評価の割合（80％以上）

1 80％以上 ○

○ 達成
目標５

男女共同参画基本計画（第2
次）に盛り込まれた施策の推
進状況の確認（男女共同参画
白書の取りまとめによる施策
の推進状況の確認）

1 男女共同参
画白書の取
りまとめに
よる施策の
推進状況の

確認

○

○ 達成
目標６

「配偶者からの暴力被害者支
援セミナー」におけるアン
ケートにおいて「良かった」
とする評価の割合（50%以上）

1 50％以上 ○

○ 達成
目標７

DV全国会議における参加者ア
ンケートにおいて「有益だっ
た」とする評価の割合
（50％）

1 50％ ○

○ 達成
目標８

女性に対する暴力に関するポ
スター等の配布箇所数（全地
方公共団体）

1 全地方公共
団体

○

○ 達成
目標９

社会のあらゆる分野における
指導的地位に女性が占める割
合（30％程度（平成32年
度））

1 30％程度
（平成32年

度）

○

DV全国会議における参加
者アンケートにおいて
「有益だった」とする評
価の割合

女性に対する暴力に関す
るポスター等の配布箇所
数

社会のあらゆる分野にお
ける指導的地位に女性が
占める割合

「男女共同参画社会づく
りに向けての全国会議」
及び「男女共同参画
フォーラム」におけるア
ンケートの肯定的な評価
の割合

内閣府男女共同参画局
ホームページへのアクセ
ス件数

「国連婦人の地位委員
会」等の男女共同参画に
関する国際会議等への出
席

国際シンポジウム・セミ
ナーのアンケートにおい
て肯定的な評価の割合

男女共同参画基本計画
（第2次）に盛り込まれ
た施策の推進状況の確認
（男女共同参画白書の取
りまとめによる施策の推
進状況の確認）

「配偶者からの暴力被害
者支援セミナー」におけ
るアンケートにおいて
「良かった」とする評価
の割合

春秋褒章の発令数

発令日

「一般推薦制度」に係る
ホームページへのアクセ
ス数

11 ○ 女性も男性もすべての個人が、喜びや
責任を分かち合い、個性や能力を発揮
できる「男女共同参画社会」の形成を
促進する。
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標１０

女子高校生に対する理工系へ
の進路選択支援のための啓発
事業におけるアンケートの肯
定的な評価の割合（50%以上）

1 50％以上 ○

国民生活政
策の推進

△ 達成
目標１

国民生活白書の作成に際し
て、テーマに即した適切な
データを収集し、分析できた
か。（各種調査を用いて適切
に分析）

1 各種調査を
用いて適切

に分析

△

○ 達成
目標２

同白書公表時における新聞等
メディアへの掲載数を平成19
年度並みとする。（10件以
上）

1 10件以上 ○

○ 達成
目標３

同白書に関するＨＰのアクセ
ス数を平成19年度並みとす
る。（59,000件以上）

1 59,000件以
上

○

○ 達成
目標４

「省資源・省エネルギー」HP
トップページのアクセス件数
（月平均）（800件以上）

1 800以上 ○

○ 達成
目標５

公益通報者保護法説明会及び
公益通報シンポジウムへの参
加者数（1,000人以上）

1 1,000人以
上

○

○ 達成
目標６

公益通報・相談窓口を設置し
ている市区町村の割合（40％
以上）

1 40％以上 ○

○ 達成
目標７

「社会的責任の取組促進に向
けた円卓会議（仮称）」の開
催に向けた意見交換会の開催
（５回以上）

1 ５回以上 ○

○ 達成
目標８

「社会的責任の取組促進に向
けた円卓会議（仮称）」の開
催（５回以上）

1 ５回以上 ○

○ 達成
目標９

社会的責任の取組促進に関す
るステークホルダーごとの
ネットワークの形成（４グ
ループ以上）

1 ４グループ
以上

○

○ 達成
目標１０

個人情報保護施行状況に関す
る報告のとりまとめ、概要の
公表、配布（１万部）

1 １万部 ○

「社会的責任の取組促進
に向けた円卓会議（仮
称）」の開催に向けた意
見交換会の開催

「社会的責任の取組促進
に向けた円卓会議（仮
称）」の開催

社会的責任の取組促進に
関するステークホルダー
ごとのネットワークの形
成

個人情報保護施行状況に
関する報告のとりまと
め、概要の公表、配布

国民生活白書の作成に際
して、テーマに即した適
切なデータを収集し、分
析できたか。

同白書公表時における新
聞等メディアへの掲載数
を平成19 年度並みとす
る。

同白書に関するＨＰのア
クセス数を平成19 年度
並みとする。

「省資源・省エネル
ギー」HPトップページの
アクセス件数（月平均）

公益通報者保護法説明会
及び公益通報シンポジウ
ムへの参加者数

公益通報・相談窓口を設
置している市区町村の割
合

女子高校生に対する理工
系への進路選択支援のた
めの啓発事業におけるア
ンケートの肯定的な評価
の割合

12 ○ 国民生活政策の推進により、国民一人
ひとりが安全で安心して暮らすことの
できる、豊かな国民生活の実現を目指
す。



15 / 20 

指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標１１

個人情報保護に関する説明
会・講演会のアンケートにお
いて、説明会等が「有益で
あった」又は「まあ有益で
あった」とする評価の割合
（80％以上）

1 80％以上 ○

○ 達成
目標１２

特定非営利活動促進法に基づ
く申請に対する認証・不認証
の決定までの期間（４ヶ月以
内）

1 ４ヶ月以内 ○

○ 達成
目標１３

事業報告書等未提出の特定非
営利活動法人への督促状送付
未提出法人（平成20年９月末
現在）の全てに督促状送付
（督促状送付前に提出した法
人を除く）

1 督促状送付 ○

○ 達成
目標１４

特定非営利活動促進法に係る
シンポジウム・研修会等につ
いてのアンケートの肯定的な
評価の割合（70％以上）

1 70％以上 ○

○ 達成
目標１５

消費者政策会議（会長：内閣
総理大臣、委員：全閣僚＋公
取委委員長）の開催数（１
回）

1 １回 ○

○ 達成
目標１６

消費者基本計画に盛り込まれ
た施策のフォローアップ（施
策の進捗状況の確認）

1 施策の進捗
状況の確認

○

○ 達成
目標１７

消費者政策担当課長会議の開
催数（６回）

1 ６回 ○

○ 達成
目標１８

都道府県等の地方自治体との
連絡会議の開催数（７回）

1 ７回 ○

○ 達成
目標１９

国際会議の出席数（４回） 1 ４回 ○

○ 達成
目標２０

消費者月間の啓発に関するポ
スターの配布枚数（34,200
枚）

1 34,200枚 ○

○ 達成
目標２１

消費者契約法に関する広報資
料の作成・配付（ポスター
40,000部　パンフレット
80,000部　リーフレット
120,000部）

3 ポスター
40,000
部、パンフ
レット
80,000
部、リーフ
レット
120,000 部

○

○ 達成
目標２２

意見交換ミーティングの開催
（全国8箇所）

1 8 回 ○

○ 達成
目標２３

リコール等に関する分野横断
的指針の策定（指針の策定）

1 指針の策定 ○

国際会議への出席数

消費者月間の啓発に関す
るポスターの配布枚数

消費者契約法に関する広
報資料の作成・配付数

意見交換ミーティングの
開催数

リコール等に関する分野
横断的指針の策定

事業報告書等未提出の特
定非営利活動法人への督
促状送付

特定非営利活動法人に係
るシンポジウム・研修会
等についてのアンケート
の肯定的な評価の割合

消費者政策会議（会長：
内閣総理大臣、委員：全
閣僚＋公正取引委員会委
員長）の開催回数

消費者基本計画に盛り込
まれた施策のフォロー
アップ

消費者政策担当課長会議
の開催数

都道府県等の地方自治体
との連絡会議の開催

個人情報保護に関する説
明会・講演会のアンケー
トにおいて、説明会等が
「有益であった」又は
「まあ有益であった」と
する評価の割合

特定非営利活動法人促進
法に基づく申請に対する
認証・不認証の決定まで
の期間
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標１

食品安全基本法第21条第１項
に規定する基本的事項のフォ
ローアップ

1 記載事項の
実施状況の

確認

○

○ 達成
目標２

実施要領に定める事後評価結
果

1 平均評価点
が３以上の
研究課題が
50％以上

○

○ 達成
目標３

実施要領に定める中間評価結
果

1 平均評価点
が３以上の
研究課題が
50％以上

○

○ 達成
目標４

 食品健康影響評価の内容に関
する意見交換会への参加者に
対するアンケート調査におい
て、「内容について理解度が
増進した者」の割合

1 50％以上 ○

○ 達成
目標５

食品健康影響評価の内容に関
する意見交換会への参加者に
対するアンケート調査におい
て、「意見交換会に満足した
者」の割合

1 50％以上 ○

○ 達成
目標６

年度末におけるメールマガジ
ンの登録者数（対前年度末に
対する増加率）

1 20％以上 ○

原子力利用
の安全確保

○ 達成
目標１

安全規制等に係る見解、専門
部会等報告書及び指針類の策
定・改訂の件数６件

1 ６件 ○

14 ○ 有識者からなる調査審議機関として、
専門的・中立的な立場から、安全規制
等に係る見解の表明や関連知見の収
集・整理、原子力施設の設置許可等に
係る安全審査、安全審査等に用いる指
針類の整備、行政庁の安全規制活動に
対する監視・監査、原子力防災体制の
整備、社会とのコミュニケーション等
を通じ、我が国の原子力の研究、開発
及び利用における安全の確保に寄与す
る。

安全規制等に的確に反映
すべき最新の科学的知見
の収集・整理及び必要に
応じた原子力安全委員会
としての見解の表明及び
安全審査指針類の整備
（安全規制等に係る見
解、専門部会等報告書及
び指針類の策定・改訂の
件数）

食品安全基本法第21条第
１項に規定する基本的事
項のフォローアップ

実施要領に定める事後評
価結果

実施要領に定める中間評
価結果

食品健康影響評価の内容
に関する意見交換会への
参加者に対するアンケー
ト調査において、「内容
について理解度が増進し
た者」の割合

食品健康影響評価の内容
に関する意見交換会への
参加者に対するアンケー
ト調査において、「意見
交換会に満足した者」の
割合

年度末におけるメールマ
ガジンの登録者数（対前
年度末に対する増加率）

13 食品の安全
性の確保

○ 食品安全基本法に基づき、国民の健康
の保護が最も重要であるという基本的
認識の下、食品健康影響評価を着実に
実施するとともに、関係者相互間にお
けるリスクコミュニケーションを推進
すること等により、食品の安全性の確
保を図る。
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標２

原子炉の設置許可等に係る安
全審査において、行政庁によ
る審査結果について専門的・
中立的な立場から２次審査の
実施。また、新耐震指針に基
づき、既設原子力施設の耐震
安全性の確認

1 実施 ○

○ 達成
目標３

規制調査の実施件数12件 1 12件 ○

○ 達成
目標４

原子力安全委員会における防
災訓練の実施回数及び行政
庁・地方公共団体が開催する
訓練への参加回数20回

1 20回 ○

シンポジウム等の開
催回数

３回 ○

参加者の理解度 60％以上 ○

公益法人制
度改革等の
推進

100％ ○

対応状況か
ら判断

△

○ 達成
目標２

全府省・都道府県における所
管法人向けの説明会の開催
（100％）

1 100％ ○

△ 達成
目標３

公益認定等の事務の円滑な実
施

1 事務処理状
況から判断

△

○ 達成
目標４

申請の手引き、パンフレット
の公益法人所管行政部局担当
者、所管法人への配布又は周
知の比率（100％）

1 100％ ○

△ 達成
目標５

ＨＰに記載すべき広報関係情
報がある場合の速やかなＨＰ
への情報の追加・更新

1 追加・更新
状況から判

断

△

○ 達成
目標６

ＨＰ上等における利用者等を
対象としたアンケートでの肯
定的な評価の割合（70％）

1 70％以上 ○

全府省・都道府県におけ
る所管法人向けの説明会
の開催

公益認定等の事務の円滑
な実施

申請の手引き、パンフ
レットの公益法人所管行
政部局担当者、所管法人
への配布又は周知の比率

ＨＰに記載すべき広報関
係情報がある場合の速や
かなＨＰへの情報の追
加・更新

ＨＰ上等における利用者
等を対象としたアンケー
トでの肯定的な評価の割
合

15 ○ 公益法人制度改革を着実に推進すると
ともに、新制度への移行を円滑に行
い、もって改革の目的である「民によ
る公益の増進」を実現する。

○ 達成
目標１

各府省、都道府県における相
談窓口の設置及び法人等から
の相談への適切な対応

2 各府省、都道府県におけ
る相談窓口の設置

法人等からの相談への適
切な対応

規制調査の実施状況（実
施件数）

原子力防災に係る訓練の
実施・参加状況（原子力
安全委員会における防災
訓練の実施回数及び行政
庁・地方公共団体が開催
する訓練への参加回数）

○ 達成
目標５

シンポジウム等の開催回数３
回、参加者の理解度60％以上

2 社会とのコミュニケー
ション

原子炉の設置許可等に係
る安全審査において、行
政庁による審査結果につ
いて専門的・中立的な立
場から２次審査の実施。
また、新耐震指針に基づ
き、既設原子力施設の耐
震安全性の確認
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

△ 達成
目標７

公益社団・財団法人等の監督
の適時・適切な実施

1 実施状況か
ら判断

△

△ 達成
目標８

特例民法法人の現状を把握す
るための各種の調査等の実施

1 実施状況か
ら判断

△

○ 達成
目標１

ESRI Discussion Paper等の研
究成果に関するHPへのアクセ
ス件数（前年度並み）

1 前年度並 ○

○ 達成
目標２

景気指標に関するHPへのアク
セス件数（前年度並み）

1 前年度並 ○

○ 達成
目標３

ESRI‐経済政策フォーラムに
ついての、参加者の肯定的評
価の割合（総じて２/３以上）

1 総じて３分
の２以上

○

○ 達成
目標４

IMFが定めた国際的な公表基準
に基づく公表スケジュールの
遵守（100％）

1 100％ ○

○ 達成
目標５

推計手法解説書の英語版の作
成（実施）

1 実施 ○

○ 達成
目標６

国民経済計算の国際的な作成
基準の改定（93SNA Rev1）へ
の対応（日本語訳の作成）

1 日本語訳の
作成

○

○ 達成
目標７

計量経済分析及び経済理論等
の研修に対する研修員アン
ケートの満足度（80％以上）

1 80％以上 ○

○ 達成
目標８

業務システム最適化計画に基
づいた作業の推進状況（業務
システム最適化に沿った作業
の実施）

1 業務ｼｽﾃﾑ最
適化に沿っ
た作業の実
施

○

迎賓施設の
適切な運営

○ 達成
目標１

迎賓施設の積極的な活用を図
り、賓客の接遇を円滑に行う
ため、関係機関による迎賓館
事務連絡会議を開催（毎月開
催）

1 毎月開催 ○

○ 達成
目標２

利用（接遇）実績（年10回） 1 年10回 ○

△ 達成
目標３

賓客の安全対策に対応する適
正な警備と秩序（確実な実
施）

1 確実な実施 △

迎賓施設の積極的な活用
を図り、賓客の接遇を円
滑に行うため、関係機関
による迎賓館事務連絡会
議を開催

利用（接遇）実績

賓客の安全対策に対応す
る適正な警備と秩序

推計手法解説書の英語版
の作成

国民経済計算の国際的な
作成基準の改定（93SNA
Rev1）への対応

計量経済分析及び経済理
論等の研修に対する研修
員アンケートの満足度

業務システム最適化計画
に基づいた作業の推進状
況

17 ○ 迎賓施設において、海外の賓客に対し
接遇を行い、日本の外交に資するもの
とする。

特例民法法人の現状を把
握するための各種の調査
等の実施

16 経済社会総
合研究の推
進

○ 経済社会活動の総合的研究や国民経済
計算の作成等を行うとともに、人材育
成・能力開発等を推進する。

ESRI Discussion Paper
等の研究成果に関するHP
へのアクセス件数

景気指標に関するHPへの
アクセス件数

ESRI‐経済政策フォーラ
ムについての、参加者の
肯定的評価の割合

IMFが定めた国際的な公
表基準に基づく公表スケ
ジュールの遵守

公益社団・財団法人等の
監督の適時・適切な実施
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

○ 達成
目標４

接遇に関する事業者等からの
意見聴取を行い施設の管理方
法等に対する評価（ヒアリン
グの実施）

1 接遇に関す
る事業者等
からのヒア
リングの実

施

○

△ 達成
目標５

迎賓施設の維持管理（臨時的
なものを除く)方法等の見直し
た場合のコスト（施設の保守
管理、庭園管理等）を参考に
評価　（前年度契約実績との
比較）

1 前年度契約
実績との比

較

△

○ 達成
目標６

一般参観者数（10,000人） 1 10,000人 ○

○ 達成
目標７

参観者へのアンケート実施に
よる評価（「満足した」、
「ある程度満足した」）とす
る評価の合計割合（80％以
上）

1 80％以上 ○

○ 達成
目標１

全国各地で開催される北方領
土返還の各種大会の実績（県
民大会等30回）

1 30回 ○

○ 達成
目標２

北方四島との交流（訪問事
業）の実績（13回）

1 13回 ○

○ 達成
目標３

北方地域旧漁業権者等への貸
付実績（5億円）

1 ５億円 ○

△ 達成
目標

国際平和協力業務等の推進
（肯定評価）

１ 肯定評価 △

科学に関す
る重要事項
の審議及び
研究の連絡

△ 達成
目標１

専門的かつ信頼性のある見解
の提示・助言等を通じた政
府・関係機関との連携を実施
する

１ 実施 △

G8学術会議共同声明
の発出

１回 ○

アジア学術会議の開
催

１回 ○

20 ○ ・科学に関する重要事項を審議し、そ
の実現を図る。
・科学に関する研究の連絡を図り、そ
の能率を向上させる。

専門的かつ信頼性のある
見解の提示・助言等を通
じた政府・関係機関との
連携

○ 達成
目標２

各国アカデミーとの連携等に
ついて、
・G8学術会議共同声明を発出
する(1回)
・アジア学術会議を開催する
(1回)
・二国間学術交流を実施する

3 各国アカデミーとの連携
等

19 国際平和協
力業務等の
推進

△ 国際連合を中心とした国際平和のため
の努力に積極的に寄与する。

国際平和協力業務等の推
進

参観者へのアンケート実
施による評価（「満足し
た」、「ある程度満足し
た」）とする評価の合計
割合

18 北方領土問
題の解決の
促進

○ 北方領土問題その他北方地域に関する
諸問題の解決の促進を図ることを目的
とする。

全国各地で開催される北
方領土返還の各種大会の
実績

北方四島との交流（訪問
事業）の実績

北方地域旧漁業権者等へ
の貸付実績

接遇に関する事業者等か
らの意見聴取を行い施設
の管理方法等に対する評
価

迎賓施設の維持管理（臨
時的なものを除く)方法
等の見直した場合のコス
ト（施設の保守管理、庭
園管理等）を参考に評価

一般参観者数
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指標数 目標値

指標の目
標値等の
設定の有

無

政策
番号

政　策

　目標に関し達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無

達成すべき目標
（「達成目標」）

測定指標

二国間学術交流 実施 △

ICSU(国際学術会
議)、インターアカデ
ミーパネル等への対
応

２回 ○

その他の国際学術団
体等への代表派遣等

実施 △

○ 達成
目標４

共同主催国際会議を開催する
(7回)

1 ７回 ○

△ 達成
目標５

日本学術会議主催公開講演会
等を開催する

1 実施 △

△ 達成
目標６

地区会議公開講演会を開催す
る

1 実施 △

△ 達成
目標７

学術団体をめぐる課題につい
ての審議等を行い、報告書を
取りまとめる

1 報告書の
取りまとめ

△

△ 達成
目標８

地区会議を開催する 1 実施 △

○＝194
△＝20

１　内閣府の「平成20年度内閣府本府政策評価書（事後評価）」を基に当省が作成した。

２　各欄の記載事項については、「政策評価審査表（実績評価関係）の記載事項」を参照

○＝204
△＝23

（注）

日本学術会議主催公開講
演会等の開催

地区会議公開講演会の開
催

学術団体をめぐる課題に
ついての審議等

地区会議の開催

合
計

20政策

○＝19
△＝１

227

○ 達成
目標３

国際学術団体等への貢献につ
いて、
・ICSU(国際学術会議)、イン
ターアカデミーパネル等への
対応を実施する(2回)
・その他の国際学術団体等へ
の代表派遣等を実施する

2 国際学術団体等への貢献

共同主催国際会議の開催



  

政策評価審査表（実績評価関係）の記載事項 

 

 

欄   名 記      載      事      項 

「政策番号」欄 内閣府の「平成 20 年度内閣府本府政策評価書（事後評価）」の評価対象政策

ごとに順次番号を記入した。 

「政策」欄 評価書の「政策」欄に記載されている評価対象政策の名称を記入した。 

「目標に関し達成

しようとする水準

が数値化等により

特定されている政

策の有無」欄 

目標に関し達成すべき水準が数値化されている場合及び定性的であっても

目標が達成される水準が具体的に特定されているものは、「○」を記入した。 

目標に関し達成すべき水準は数値化されていないものの、指標の測定値を向

上させる等の方向が示されているものは、「△」を記入した。 

上記のいずれにも該当しないものは、「－」を記入した。 

なお、評価対象政策に複数の指標が設定されている場合には、少なくとも一

つの指標について達成しようとする水準が数値化等されているものは「○」、

少なくとも一つの指標について、達成しようとする水準は数値化されていない

ものの、指標の測定値を向上させる等の方向が示されているものは「△」を記

入した。 

「達成すべき目標

（「達成目標」）」欄 

評価書の「基本目標」欄に記載されている基本目標及びあらかじめ政策効果

に着目して設定された達成すべき目標を記入した。 

「測定指標」及び

「指標数」欄 

「達成すべき目標」に対する実績を定期的・継続的に測定するため使用する

指標及びその数を記入した。 

「目標値」欄 「達成すべき目標」についての目標とする値、水準等を定めている場合に、

その値、水準等を記入した。 

「指標の目標値等

の設定の有無」欄 

各測定指標に着目した場合の目標値等の設定について、上記の「目標に関し

達成しようとする水準が数値化等により特定されている政策の有無」欄と同様

の分類により「○」、「△」及び「－」を記入した。 

 


